
　子ども・子育て支援新制度において、施設型給付及び地域型保育給付を受ける施設に対し、市が利用定員を設定することになっております。

　利用定員の設定は、認可定員（認定定員）と一致することを基本とし、子ども・子育て支援法第19条第1項第1号から第3号に該当する就学前子どもの区分ごとに、

認可定員（認定定員）を超えない人数で設定を行う必要があります。

　また、教育・保育のニーズ量に対して、供給量が過多とならないように配慮して設定を行う必要があります。

　平成２８年度においては、これまで私学幼稚園として運営していた「潜竜聖母幼稚園」が、新規に施設型給付を受ける幼稚園となります。

　また、認可保育所である「しとね保育所」及び小規模保育施設である「宇久ふたば保育所」の２施設が、平成２７年度末にて廃園することとなっております。

○新規確認施設：　潜竜聖母幼稚園【類型：幼稚園】　＜利用定員　５０人＞

○廃園する施設：　 しとね保育所＜利用定員　３０人　➡　０人＞

                        宇久ふたば保育所＜利用定員　１２人　➡　０人＞

【参考】子ども・子育て支援法より抜粋

（特定教育・保育施設の確認）

第三十一条　第二十七条第一項の確認は、内閣府令で定めるところにより、教育・保育施設の設置者（国（国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第

二条第一項に規定する国立大学法人を含む。附則第七条において同じ。）を除き、法人に限る。以下同じ。）の申請により、次の各号に掲げる教育・保育施設の区

分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員を定めて、市町村長が行う。

一　認定こども園　第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分

二　幼稚園　第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもの区分

三　保育所　第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもの区分及び同項第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分

２　市町村長は、前項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置し

ている場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。

３　市町村長は、第一項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときは、内閣府令で定めるところにより、あらかじめ、都道府県知事に協議しなけ

ればならない。

平成２８年度　施設型給付対象施設の新規確認に伴う利用定員の設定について

●利用定員について

●平成２８年度の利用定員の新規設定について


